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＜要   約＞ 
 今日，保健医療福祉領域におけるサービス利用者に対して個々の利用者のもつ全人的ニー
ズに応えるためには，多職種による連携・協働が必要不可欠となっている。これに対し現在
では，多職種による連携・協働は実践現場における必要性から生じた結果として実践されて
おり一般化してきている。とりわけ社会福祉士においては2007（平成19）年12月に改正さ
れた「社会福祉士及び介護福祉士法」において，社会福祉士のもつ「連携」機能についてそ
の期待される適用範囲が大幅に拡大された。本研究では，医療福祉専門職者に対して日々の
行動や態度の基盤となっている倫理綱領・倫理規定において，医療福祉専門職の多職種によ
る連携・協働について各専門職団体がどのようにこれを捉え，明文化しているかについて取
り上げ，養成教育段階における課題について考察した。今回対象とした職種は，医師，介護
支援専門員，介護福祉士，看護師，作業療法士，社会福祉士，理学療法士，臨床心理士の 8 
職種である。その結果，これらすべての倫理綱領において他の医療福祉専門職との連携・協
働に関する記述がみられ，いずれの職種においても，多職種との連携・協働は，業務遂行に
当たり日常的な行動の規範として専門職者に求められている態度であることが明らかとなっ
た。つまり，専門職養成においては，その教育段階から連携の芽を育み，連携する力を教育
していく必要性があることが示された。 
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はじめに 
 近年，高齢社会の進展や保健医療福祉サービス
の広まりとともに個々の利用者が抱えるニーズは
拡大化し，また多様化してきている。そうした利
用者のもつニーズに包括的に応えていくためには，
専門職が有する技術や知識ついて積極的な研鑽が
積まれていくことを期待される一方で，多職種に
よる連携・協働が必要不可欠となっている。換言
すれば，多職種の連携・協働を前提としたトータ
ルなサービス提供が実現されなければ，利用者の
もつ個々のニーズには充分に対応しきれないとい
うことになる。 
 こうした社会的背景から，多職種による連携・
協働は実践現場における必要性から生じた結果と
して実践されており一般化してきている。 
 本研究では，医療福祉専門職の多職種による連
携・協働について，日々の行動や態度の基盤と
なっている倫理綱領・倫理規定において各専門職
団体がどのようにこれを捉え，明文化しているか
について取り上げ，養成教育段階における課題に
ついて考察することにしたい。 
 
１．研究の背景 
（１）医療福祉専門職の誕生 
 わが国における医療福祉提供体制がさまざまな
職種によって担われるという今日のような体制に
なったのは，第 2 次大戦後のことである。そも
そも戦前には，医師と看護師と薬剤師以外に法律
による身分法を有する職種は存在しなかった1）。
戦後，占領軍の施策により我が国の医療福祉提供
体制は大きく変化した。この変化の要因は1948
（昭和23）年に施行された新しい医療法に代表さ
れる，占領軍による医療改革である。占領軍の
PHW（Public Health and Welfare Section）によ
り，1946（昭和21）年から日本医師会や厚生省
関係者などと協議が重ねられ，その結果，現在に
つながる多くの職種が身分法の誕生により国家資
格として専門化されていった（表 1 ）。ただし，
身分法による国家資格化以前からその業務を行う
ものが存在していた職種は少なくない。また，従
来からその業務を行っているにもかかわらず，現
在に至るまで国家資格化されていない職種も存在
する。いずれにせよ，このようにして戦後の医療
提供体制の変遷とともに，一人の利用者に対して
複数の職種がかかわるという今日の状況が生まれ
てきたのである。 
 では，こうした様々な職種が誕生した背景にあ
るものは何か。細田（2003）によれば，これに
は「専門化」と「合理化」という 2 つの側面が
あると分析されている2）。「専門化」とは，医療
福祉の範囲が医師による治療だけにとどまらず患
者の療養や生活全般にまで拡大したことで，それ
ぞれの業務を専従的に行う者の存在が必要になっ
たという背景である。またこれには，感染症から
慢性疾患へという疾病構造の変化も影響している
と考えられている。さらに，医学や医療技術等の
進展に伴う専門性の深化という側面もある。一方，
「合理化」については，複雑化・高度化する医療
福祉のひとつの目標として捉えることができる。
複数の職種による分業方式を採ることによってそ
れぞれの職種が自分の領域で専門性を追求するこ
とにエネルギーを注ぐことが可能になるというも
のである。以上のような 2 つの側面から，利用
者の抱える一つひとつの課題に対してそれぞれ専
門性を有する職種が重要な役割を担うものと位置
付けられていったのである。 
 しかし，こうした「専門化」や「合理化」に
よって生じる弊害として，一人の利用者の抱える
課題が細分化されてしまい，利用者の全体像が見
えなくなるという危険性が存在することが次第に
明らかとなってきているのが現在の状況であろう。 
 
（２）行動の指針としての倫理綱領 
 「専門職」と呼ばれる職能集団は，その専門的
な知識と技術の他に，専門職としての倫理＝「専
門職倫理」を有しているといわれる3）。そして，
倫理綱領を職能団体が採択するということは，職
能団体として専門職の望ましい行動指針の基とな
るものを定め，利用者や外部の関係団体に明示す
るということである4）とされている。つまり，倫
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理綱領は当該専門職の行動指針を示す基盤となる
ものとして専門職集団の構成メンバーに対して，
価値を共有するのに役立てられている。そして同
時に，広く社会に向けて公開されることを前提と
しているものでもある。このことは当該専門職者
の態度や価値を明示し，その働きを公に宣言する
ことにもなる。 
 倫理綱領はその専門的価値に基づいて態度を示
すものである点において，専門職の業務を規定す
る各法とは異なる。このため，より自発的な形で，
専門職倫理に基づいて本来のあるべき姿やとるべ
き態度について明らかにしていると捉えることが
できる。すなわち，倫理綱領は，専門職としての
目指すべき価値や目的を表し，望ましい実践と向
かうべき方向を指し示し，専門職のとるべき態度
や姿勢を明確にしている。 
 現場実践者は，一定期間の養成教育を受け国家
資格を取得したのちに実践現場に出ることになる
が，一度実践現場に出るとそこでの業務遂行に直
結して必要となる知識や技術の習得が優先される
ため，改めて倫理綱領に触れる機会には恵まれに
くいと考えられる。しかし，日常的な業務遂行に
おいて迷いが生じた時や，何らかの出来事によっ
て自身の専門性について内なる揺らぎが生じた時
に倫理綱領を再度見直してみるのは意義のあるこ
とと考える。このように，倫理綱領は日々の実践
を下支えする行動の基盤となっていることは間違
いない。 
 
（３）社会福祉士に期待される「連携」機能 
 2007（平成19）年12月に改正された「社会福
祉士及び介護福祉士法」において，社会福祉士の
もつ「連携」機能についてその期待される適用範
囲が大幅に拡大された。今後の社会福祉士に求め
られる役割のひとつに「利用者がその有する能力
に応じて，尊厳を持った自立生活を営むことがで
きるよう，関係する様々な専門職や事業者，ボラ
ンティア等との連携を図り，自ら解決することの
できない課題については当該担当者への橋渡し
を行い，総合的かつ包括的に援助していく役
割 5）」と示されている。さらに，こうした役割を
遂行するために社会福祉士が果たすべき義務のひ
とつに「その担当するものに，福祉サービス及び
これに関連する保健医療サービスその他のサービ
スが総合的かつ適切に提供されるよう，（中略）
福祉サービス関係者等との連携を保たなければな
らないこと6）」とされている。 
 このように，社会福祉士は従来の相談援助に加
えて，「様々な関連する諸サービスとの有機的な連
携や橋渡しを行いながら，総合的かつ包括的に援助
していくことが求められるようになっている7）」と
された。そして社会福祉士の役割を明確化するた
めに以下のように定義が改められることとなった。
「社会福祉士とは，（中略）福祉に関する相談に応
じ，助言，指導，福祉サービスを提供する者又は
医師その他の保健医療サービスを提供する者その
他の関係者との連絡及び調整その他の援助を行う
ことを業とする者をいう8）」。 
表１ 国家資格の成立年と名称（成立年順） 
成立年 資格の名称 
1948（昭和 23）年 医師 
1948（昭和 23）年 看護婦（士） （のちに看護師） 
1965（昭和 40）年 理学療法士 
1965（昭和 40）年 作業療法士 
1987（昭和 62）年 社会福祉士 
1987（昭和 62）年 介護福祉士 
1997（平成   9）年 介護支援専門員 
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 つまり，とりわけ社会福祉士についてはその基
本的役割のなかで多職種との連携機能が着目され，
その能力を強化し連携の中核となることが期待さ
れているのである。 
 
２．研究目的 
 本研究では各専門職団体が出版物や団体のホー
ムページなどを通じて対外的に表明している行動
規範である，倫理綱領・倫理規定に焦点をあてる。
各専門職能団体による連携・協働の記述について
検討することにより，利用者の全人的ニーズに対
応する際のキーワードとなっている多職種連携・
協働の基礎的研究に資することを本稿の目的とし
た。 
 
３．方法 
 医療福祉サービスの実践現場において，一般的
に同一組織・機関に配置されることが多く，利用
者の抱えるニーズに包括的に対応していくために，
相互に協力しあいながら業務を行うことが求めら
れていると考えられる専門職種について，その専
門職集団が有する倫理綱領・倫理規定から他職種
との関係のあり方について記述されている項目に
ついて抽出し，検討を行った。 
 今回対象とした職種は，医師，介護支援専門員，
介護福祉士，看護師，作業療法士，社会福祉士，
理学療法士，臨床心理士（50音順）の 8 職種で
ある。 
 
４．結果 
 上記 8 職種すべての職能団体が有する倫理綱
領・倫理規定について，他の医療福祉専門職との
連携・協働に関する記述がみられた（表 2 ）。な
お，記述に用いられていた用語は，連携，協力，
協働の 3 つであった。その内容については，以
下の 2 種に大別された。 
 
 
（１）連携・協働することによって利用者のニー
ズに応えていこうとするもの 
 日本介護支援専門員協会，日本介護福祉士会，
日本看護協会の 3 つの団体による記述がこれに
分類できる。 
 これは単独の職種だけでは利用者のもつ包括的
なニーズに対応することには限界があるという認
識を出発点とし，異なる複数の職種が連携しなけ
れば利用者の有するニーズに対応できないという
発想に立った記述である。言い換えれば，利用者
のもつニーズにできるだけトータルに対応するこ
とを目指し，それに近づくための方法として，多
職種による連携を求めているのである。この場合，
連携という方法，いわば手段を採用することに
よって利用者のニーズに対応しようとするために
は，連携する多職種が相互に目的を共有している
ことが重要である。仮に目的の共有が充分になさ
れていない場合，それは異なる専門性を有する多
職種による単なる分業方式になりかねない。そう
なると，利用者が異なる職種に対して何度も同じ
ような説明をしなければならなくなるなど，結局
は利用者の不利益を招くことになりかねない。そ
うならないためには，連携する各専門職が日々の
業務の中で目的を共有化する機会を意図的に作っ
ていく必要があるだろう。 
 
（２）他の専門職に対する敬意と専門性の尊重の
遵守 
 日本医師会，日本作業療法士協会，日本社会福
祉士会，日本理学療法士協会，日本臨床心理士資
格認定協会の 5 つの団体による記述がこれに該
当する。 
 異なる養成教育を受け，異なる専門性を持った
多職種がともに働く場合の関係性のあり方や，他
の専門職者に対してとるべき態度として連携の姿
勢を挙げている記述である。ただしこの場合，留
意されなければならないのは，利用者不在の協働
関係である。連携する他職種との「関係性」を重
視するあまり，本来共有されるべき目的が不明確
となり，ともすれば利用者不在へと陥りかねない
危険性を併せ持っている。多職種による関係性が
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利用者にとって有効に機能することを目指して，
他の専門職に対して敬意を持ち，専門性を尊重す
る形での相互補完的な役割分担が必要となる。こ
れを具現化するためには，やはり目的の共有化が
重要である。 
 
５．考察 
 本研究において各専門職能団体がもつ倫理綱
領・倫理規定について検討した結果，いずれの職
種においても，多職種との連携・協働は，業務遂
行に当たり日常的な行動の規範として専門職者に
求められている態度であることが示された。 
 この検討結果から，以下の 2 点が考察された。 
 
（１）他専門職と連携・協働していく力は専門的
力量のひとつである 
 各々の専門性を発揮して利用者のニーズに応え
ることは，他の職種からの期待に応えることでも
ある。そのため，自身の職域については他職種か
ら信頼を持って委ねられるように研鑽を続けると
同時に，他の専門職のもつ専門性についての理解
し，敬意を持って協力し合う態度は，専門的力量
のひとつとして身に付ける必要がある。 
 自身の身に付けてきた専門性を持って利用者と
関わるとき，1 つの職種のみで利用者のニーズに
対応できる場合がまったくないわけではない。し
かし，自身の専門性を持ってしても十分にニーズ
に対応できない場合はどうするか。ひとつは自身
の専門的力量の不足を感じ，より高い技術を身に
表２ 各専門職団体の表明する倫理綱領・倫理規定より、連携・協働に関する記述の抜粋 
職種 
（団体名） 
本 文 採択年等 
医師 
（日本医師会） 
医師は互いに尊敬し、医療関係者と協力して医療に尽く
す。 
2000(平成 12)年 採択 
介護支援専門員 
（日本介護支援専門員 
協会） 
私たち介護支援専門員は、在宅支援サービスを提供する
にあたり、利用者の意向を尊重し、保健医療サービス及
び福祉サービスその他関連するサービスとの有機的な連
携を図るよう創意工夫を行い、当該介護支援サービスを
総合的に提供します。 
2007(平成 19)年 採択 
介護福祉士 
（日本介護福祉士会）
介護福祉士は、利用者に最適なサービスを総合的に提供
していくため、福祉、医療、保健その他関連する業務に
従事する者と積極的な連携を図り、協力して行動しま
す。 
1995(平成  7)年 宣言 
看護師 
（日本看護協会） 
看護者は、他の看護者及び保健医療福祉関係者とともに
協働して看護を提供する。 
1988(昭和 63)年 公表 
2003(平成 15)年  
改訂・改題 
作業療法士 
（日本作業療法士協会）
作業療法士は、他の職種の人々を尊敬し、協力しあう。 1986(昭和 61)年 公表 
社会福祉士 
(日本社会福祉士会) 
ソーシャルワーカーは、相互の専門性を尊重し、他の専
門職等と連携・協働する。 
2005(平成 17)年 採択 
理学療法士 
(日本理学療法士協会)
理学療法士は、他の関連職種と誠実に連携してその責任
を果たし、チーム全員に対する信頼を維持する。 
1978(昭和 53)年 制定 
1997(平成  9)年  
一部改正 
臨床心理士 
（日本臨床心理資格認
定協会） 
他の臨床心理士及び関連する専門職の権利と技術を尊重
し、相互の連携に配慮するとともに、その業務遂行に支
障を及ぼさないように心掛けねばならない。 
1990(平成  2)年 制定 
2009(平成 21)年 改正 
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付ける努力をするだろう。そしてもう一つは，他
の専門職者に相談したり，援助を求めたりするだ
ろう。それは決して自身の専門性を否定すること
にはならないのである。むしろ，ある専門職者が
他の専門職者とつながる力＝連携力は，その職種
にとっても専門的力量のひとつであると考えるこ
とができる。現在，先駆的に多職種連携教育に取
り組んでいる養成校がチームアプローチの方法を
学ぶセミナーに参加した学生に対して行ったアン
ケート調査によると，「自分の専門職の仕事内容
を他職種に説明できるか」や「他学科の学生の専
門性について，どれくらい理解しているのか」と
いった問いについて，学生の認識は，セミナー参
加後に有意に高くなっていた9）という結果がある。
こうした力を身に付けることは，相互の専門性を
高めることにつながるといえる。 
 
（２）いずれの専門職においても養成教育段階か
ら連携・協働の芽を育むための取り組みが
必要 
 現場で行われているということは，すなわち養
成教育段階からこうした連携の芽を育み，連携す
る力を教育していく必要性があるといえる。専門
分野を住み分けるいわゆる分業方式では，必要か
つ効果的に利用者の持つトータルニーズに対応で
きないことは明らかであり，連携や協働というこ
とばは，現場ではすでに当たり前のように浸透し，
実践されている。カンファレンスの積み重ねや連
携のツールを用いた情報の共有など，実践現場に
おいては経験に基づく知が積み上げられている。
今後はこのような現任者教育と並行して，養成教
育段階においても実践を想定した取り組みが必要
である。 
 
６．結論 
 現在，保健医療福祉の専門職を養成している一
部の教育機関において，専門職間連携教育
（ interprofessional education：IPE）への取り組み
が始められている。一例としては，専門職連携能
力を身に付けていくうえでの核となる能力を専門
職として必須の能力と捉え，養成教育機関として
確実に育成すべきものと位置づけ，段階的な学習
プログラムを必修科目として実施している養成校
がある。このように同一機関内において学部をま
たいだ連携教育が可能な養成機関ばかりではない
が，これらの能力は，養成教育において専門知識
や技術を身に付けることに加えて養わなければな
らない能力であり，社会福祉士も例外ではない。 
 実践現場において必要から生じた連携や協働は，
チームを構成するメンバーの個人的な働きに影響
される側面がある。この場合，担当者の変更等に
よって連携や協働の形が変わらざるを得なくなる
場合や，連携がうまくいかなくなることによって
利用者の不利益につながりかねない事態を招く恐
れがある。このように，個人の連携力に依存する
形で連携が実施されている場合，常にこうした危
険を併せ持っているといえる。したがって，個人
の連携力に依存する形ではなく，より再現性の高
い連携のあり方を構築することが求められる。 
 また，チームアプローチを推進する上で，まず
自分の専門分野を他の専門領域の人に適切に説明
できること。同時に他職種がどのようなことを
行っているかについて知ることが連携協働の基本
となる。倫理綱領に記述されている連携機能を具
現化するためには，養成教育段階においてその具
体的な方法を体験的に学ぶことが必要であると考
えられる。 
 一度現場に出ると，援助に必要な知識や技術の
習得に時間を取られることになる。しかし，そう
した技術や知識を下支えするのは，とりもなおさ
ず専門職としての価値や倫理である。倫理綱領が
共有され，専門職倫理に基づいた実践のなかにこ
そ，専門的知識や技術が枝葉を茂らすことができ
るのである。 
 とりわけ社会福祉士に関して改めて見てみると，
実践現場において倫理綱領が遵守される環境を作
り出すために，社会福祉士の行動規範には「社会
福祉士は，社会福祉士の倫理綱領を実践現場が熟
知するように働きかけなければならない」と明示
されている10)。目に見える日々の行動は，それを
下支えしている倫理綱領に基づいたものであり，
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そのような環境を作り出すような働きかけが，
日々の行動の中に求められているのである。だか
らこそ，そこに養成教育段階に求められる教育内
容が示唆されているといえる。 
 
７．課題 
 今回の研究では，専門職の行動の規範となる倫
理綱領に焦点を当てた。しかし倫理綱領はその性
格上，具体的な実践ケースにそぐわない抽象的な
表現に留まるものである。連携や協働という場合，
その多くが実践現場での必要から生じた結果とし
て実践ケースの積み上げによって語られることが
多い。このため，教育段階における連携・協働を
考えていくには，倫理綱領を基盤とした上で，よ
り具体的な教育方法の開発が求められる。 
 また，単科での養成教育では，連携教育をどの
ように教えるかが今後の大きな課題である。連携
について学ぶ機会は，実践を想定し体験的である
ことがもっとも効果が高いと考えられる。この場
合，システムの開発もさることながら，小さくと
も確実に取り組めて，かつ継続できる方法が望ま
しい。 
 最後に，それらの前提として連携について教育
する側の養成も今後の課題となるであろうことを
挙げておきたい。 
 
おわりに 
 対人援助の仕事は，現場から学ぶことが多い。
現場において利用者から学ぶことが多い。自分た
ちが行っている対応は，それを必要とする個々の
利用者にとって本当の意味で益となっているかを
考えたとき，連携の必要性は自ずと見えてくる。
そのようにして現任者が日々の実践現場において
連携の必要性を感じ，その力を身につけようとし
ていることから顧みると，養成教育段階において
それを教育していくことは不可欠であるといえる。
一方で，養成教育に求められる学習内容は年々増
加の一途を辿っている。それは，専門職に期待さ
れる役割の大きさの表れともいえるだろう。この
ような環境においては，揺るぎない実践力を下支
えする専門職としての価値や倫理を再考すること
も有効と考えられる。 
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